
防災指針の具体的な取組の事例 
 

 

 

 

 

 

 

 

・防災ガイドブックや各種ハザードマップの情報発信  

・小牧市防災情報メール配信サービス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災訓練の実施  

・マイタイムラインの作成支援（例：宮崎県延岡市  （宮崎県延岡市））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・止水板により建物への浸水を防ぐ対策（事例：神奈川県相模原市）  

・嵩上げにより受変電設備への浸水を防ぐ対策（岡山県笠岡市）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１階をピロティ構造として浸水を防止（事例：豊橋市）  

 

 

 

 

 

 

 

 

○市街地の広い範囲で浸水が想定され、多くの市民に影響が及ぶことが懸念されるた

め、平時からの対策が必要  

本市では西部における市街地の広い範囲で洪水や内水による浸水が想定され、多

くの住民に床下・床上浸水等の影響が及ぶことが懸念されます。こうした想定され

る災害ハザード情報に基づき、情報発信等の平時からの対策を講じていくことが必

要です。  

 

（出典：地域におけるマイ・タイムライン取組事例集（国土交通省））  

○浸水が想定される公共公益施設の安全対策が必要  

浸水が想定される市街地では、床上が浸水するとされる浸水深 0.5ｍ以上の浸水

が想定される公共公益施設が多く分布しています。公共公益施設は多くの市民等が

利用する施設であるため、安全性向上に向けた対策を講じていくことが必要です。  

（出典：学校施設の水害・土砂災害対策事例集（文部科学省））  

（出典：浸水被害防止に向けた取組事例集（国交省））  

資料２  



 

 

 

 

 

 

 

 

・マイタイムラインの作成支援（例：宮崎県延岡市）【再掲】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災訓練の実施（例：豊田市）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・認知度向上に向けた標識、看板の設置  

 

 

 

 

 

 

 

 

・住民避難に向けた支援（例：大分県）  

 

 

 

○家屋倒壊等氾濫想定区域からの確実な事前の避難が必要  

本市は南北に多くの河川が流れており、各河川沿線において家屋倒壊等氾濫想定

区域（河岸侵食）がみられます。この家屋倒壊等氾濫想定区域において、建物の分

布がみられ、建物の倒壊・流出が懸念されるため、こうした建物での避難（垂直避

難）は困難となります。このため、家屋倒壊等氾濫想定区域における建物からは、

確実な事前の避難が必要です。  

 

○土砂災害警戒区域における避難対策が必要  

急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）や地滑り、土石流などの土砂災害のおそれのある土

地に指定される土砂災害警戒区域において建物の分布がみられます。土砂災害につ

いては、事前の情報伝達から速やかに避難行動をとることが重要であり、土砂災害

警戒区域における避難対策が必要です。  

（出典：地域におけるマイ・タイムライン取組事例集（国土交通省））  

（出典：国土交通省資料）  

（出典：国土交通省資料）  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地区防災計画の作成支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・タイムラインとＳＮＳを組み合わせた防災対策（例：東京都葛飾区）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・率先安全避難者の指定制度  

 

○指定避難所から離れた地域や深い浸水深が想定されている地域では余裕をもった

事前の避難が必要  

浸水が想定される市街地において、指定避難所から離れた地域があり、こうした

地域では事前に余裕をもって避難行動を開始することから必要です。また、垂直避

難が困難な建物においても、同様に建物内での避難が困難となるため、水平避難に

よる避難行動をとることが必要です。  

 

（出典：国土交通省資料）  

（出典：住民の適切な避難行動の  促進に向けた好事例集（内閣府））  

（出典：住民の適切な避難行動の  促進に向けた好事例集（内閣府））  


